検討委員会での主な意見と取りまとめ方針案
	項目
	委員意見
	とりまとめ方針案

	2.1
基本的な考え方
2.1.1
　基本理念
2.1.2
　今後の取組方針
	○これまで、ハード対策を補完するものがソフト対策という考え方であったが、これからは、ハード対策導入の前提としてソフト対策を柱に「人命を守る」、その上でハード対策を着実に進めるという位置付けにする必要がある。
○今後の議論については、色々な支援制度や施策を横並びに比較して、一番府として或いは市町村と協力して進めるべき施策を整理する必要がある。

	○土砂災害から府民の“生命”を守ることを最優先に対策を進めるにあたっては、土砂災害の危険性のある土地の区域を明らかにし、その地域での警戒避難体制の整備や危険箇所への新規住宅等の立地抑制を図り、更に、防災教育や避難訓練の実施による住民の避難行動意識の向上を図る等の「逃げる」「凌ぐ」ソフト対策をより重点的に実施していくことが大切であり、「逃げる」、「凌ぐ」施策と、「防ぐ」施策を併せた総合的・効率的な施策を着実に推進するべきである。
　（P.6）
※支援制度については別項目にて検討


	項目
	委員意見
	とりまとめ方針案

	2.2
主要な施策の進め方
2.2.1
土砂災害防止法に基づく区域指定の進め方

	【区域指定の考え方】
○地価が下落するから区域指定に反対するという発想は、その土地が持っているリスクを買い手には開示しないで、売り抜けようという発想である。これにより府が指定をしないということは、法的な理由とはならない。
○山間部の危険箇所に住宅が建ってしまうことから、土砂災害防止法の区域指定を急ぐ必要がある。
⑥実効性のある計画にするため、洪水リスクのある地区に対して同時に土砂災害のリスクを示すのはいい方向性。
⑥避難路を保全対象とする箇所は、避難所と同じように優先順位は高い。
⑥優先順位が中の「洪水リスク箇所」の表記があいまい。地区として洪水リスクを含む箇所であることを分かるようにしておくこと。

	○「逃げる」施策の「警戒避難に活用する地区単位のハザードマップ作成」や「凌ぐ」施策の「特定開発の制限、建築物の構造規制」、「防ぐ」施策の「優先順位を評価するための基礎データ」となる土砂災害防止法に基づく区域指定は、３つの施策全てにつながるものであり、早期に区域指定を完了させるとともに、今後は、土砂災害防止法を基軸とした施策を展開し、「逃げる」警戒避難体制の整備と「凌ぐ」まちづくりの推進、「防ぐ」施設整備の効率化を目指すべきである。（P.9）
○地元からの区域指定反対等により区域指定を保留している箇所については、背景にある保留理由を整理し、区域指定を推進していく必要がある。（P10）
○区域指定については、「警戒避難体制の早期整備」と「新規開発抑制」を目的として、「地区単位」での指定を行うこととする。なお、効率的な指定を進めるにあたっては、以下の点を踏まえた検討が必要である。
・区域指定の優先順位については、例えば、災害時要援護者施設や避難地・避難路という保全対象による評価や、洪水等他の災害事象による危険要因を評価する等、きめ細かい順位付けが必要である。（P.9）
　


	項目
	委員意見
	とりまとめ方針案

	2.2
主要な施策の進め方
2.2.1
土砂災害防止法に基づく区域指定の進め方

	【住宅の移転】
○現在の人口減少社会に直面している状況を踏まえれば、安全な所に移転してもらうという政策に舵を切っていくべきである。
⑦長期的には、事業の公平性、納税者に対する説明責任、問題の根本的解決を図る意味で、個人的にはアクセル（移転）の側で統一していくべき。

	○特別警戒区域内に既に存在する家屋については、構造的に土砂災害への対応が図れていない家屋が殆どを占めていると考えられるため、「防ぐ」施策の優先順位を評価した結果や、事業実施の採択基準に満たない等の理由により対策が図れない区域に存在する家屋に対する支援を検討する必要がある。（P.9）

○特別警戒区域からの移転については、国の支援制度が確立されており、移転を行うことで損壊の恐れがある家屋が消失する効果が図れる。（P.9）

○家屋の移転に関しては既存住宅の除却に要する費用および区域外に新たな建物を建設する際に必要な経費の一部についての助成制度が確立されているものの、府内においては実績が無いため、今後、制度の活用について検討するべきである。（P.10）


	項目
	委員意見
	とりまとめ方針案

	2.2
主要な施策の進め方
2.2.1
土砂災害防止法に基づく区域指定の進め方

	【建物補強】
○既存家屋の建物補強も、急傾斜地崩壊対策施設も、危ないと元々分かっている地域に人が住み続けることを、サポートしている点では、アクセルではなくブレーキを踏んでいることに違いはない。
○大阪府は、民有地に公有施設を設置する急傾斜地崩壊対策事業の受益者負担金を全額負担しているのに対し、より個人資産に関わることになるが、特別警戒区域に立地する既存家屋に対する移転、補強の助成制度が無いというのは、手薄でバランスが悪い。
○個人宅に建物補強をすれば、尚更納税者の不公平感が積もる要素もある。
⑦数年先のメリット、デメリットではなく、住宅の持ち主（世帯主）が1、2回代替わりする、少なくとも50年以上のタイムスパンで各種政策の功罪を判定すべき。少なくとも50年程度は（急ピッチで）続くことが予想される人口減少のトレンドも考慮した方がよい。
⑦長年そこに住み慣れた方（その土地と人生や生活が切り離せないとの意識を持っている高齢者の方々など）に、防災上の観点から移転に同意・納得してもらうことは、経済的事情を脇においたとしても非常に困難。
⑦土砂災害の防災の観点のみならず、地域・地区の中心的な施設等の（集中的）保全や、地域づくりと一体化させて考えることが必要。
	○長期的に考えれば、今後人口の減少も予想されることなどから、特別警戒区域内に人家が無くなることを目標とするべきではあるものの、一方、当面の対策として施設整備に比べて、安価で早期に一定の安全確保が可能であり、既に形成されている中山間地域のコミュニティの継続が図れる既存家屋の補強に対する助成も検討するべきである。ただし、特別警戒区域内に人家が存在し続けることを推進することにもなるため、土砂災害の防止の観点のみならず、地域・地区の中心的な施設等の保全や、地域づくりと一体化させて考えることも必要と思われる。（P.9）
○家屋が消失する移転に対し、特別警戒区域内に人家が存在し続ける施策ではあるが、移転に比べると住民の費用負担も少なく、対策施設整備に比べても安価であり、事業として当面対策が不可能な箇所に対して、一定の効果がある。当面の施策として既存の制度を参考にした制度の構築を行うべきである。（P.10）



	課　題
	委　員　意　見
	とりまとめ方針案

	2.2.2
警戒避難体制整備の進め方
	【情報の提供・伝達】
○いつ、どこに避難すべきかを全部行政が指定をしていくというスタンスはもう破棄、様々な情報を提供し、垂直避難等選択肢を増やしていく。
⑥安全を見て早期に指定避難所まで完全に避難するパターンと、それからかえって移動が危険になったときに集落の中で相対的に安全な場所に避難するパターンを用意しておくことが必要。

	○降雨状況により想定される災害の規模や居住する家屋内での位置及び避難行動を要する時刻に応じて、例えば自宅の２階等への垂直避難や近所の地域の実情に応じた安全な場所への避難など、住民の負担軽減を図った一時避難場所の選定が大切である（P.12）
○元来、行政の発信する情報にも限界があり、依存しすぎるのではなく、住民自らの判断で避難行動をとることと、避難して何も無く避難行動が空振りであっても「避難したが何事もなくて良かった」と自然に思える社会の構築も重要である。（P.12）



	課　題
	委　員　意　見
	とりまとめ方針案

	2.2.2
警戒避難体制整備の進め方
	【避難関係】
○最も重たい責任を背負っている市町村長の防災に対する意識が重要である。
○首長自らが、防災対策を促進するという意思表示をしてもらうことが必要である。
○１年間無事故で自動車保険料が無駄だったと思う人はいない。避難して何も無く空振りであっても、良かったと自然に思える社会づくりが重要である。
○避難勧告の発令基準を一定にするのは、疑問。災害時要援護者等は避難行動に時間もかかるため、早く発令するなど考慮する必要がある。
○前兆現象で判断するというのがあるが、前兆現象がなくても崩れる事例はたくさん存在。降雨量により判断するのが分かり易い。
⑥避難判断基準の精度を上げることも重要だが、警戒避難体制の整備には高齢者が多い等、その地域の社会的要素も考慮すべき。
⑥企業との連携では、ヘルパーに防災士を取得させている取り組み事例もある。災害時要援護者を避難させるには非常に有効。

	○元来、行政の発信する情報にも限界があり、依存しすぎるのではなく、住民自らの判断で避難行動をとることと、避難して何も無く避難行動が空振りであっても「避難したが何事もなくて良かった」と自然に思える社会の構築も重要である。（P12）

○市町村は、土砂災害の発生に備え、避難勧告等の判断・伝達に関し、高齢者等の災害時要援護者が多い等の地域の社会的要素を考慮する等どのような状況でどこの地区の住民に対して避難勧告等を発令すべきか等の具体的な判断基準や対象区域の設定、住民への情報伝達体制を整備するため、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」の作成及び見直しとこれに基づく情報発信の実践を行い、大阪府においては、具体的な判断基準や対象となる地域の設定、情報発信の方法等について技術的な助言等の支援を行うべきである。（P12）

○災害時要援護者施設や独居の高齢者の円滑な避難を目的とした情報共有、連絡体制の整備、避難訓練の実施等による福祉部局との連携や企業とも連携してヘルパーに防災士等の資格を取得させることによって、災害時要援護者の避難行動を支援する取り組みが大切である。（P12）


	課　題
	委　員　意　見
	とりまとめ方針案

	2.2.2
警戒避難体制整備の進め方
	【ハザードマップの作成】
○ハザードマップの作る側はいろいろな情報を記載したがるが、情報が増えれば増えるほど情報が消えていくイメージがある。
○幅広い年齢層に対して、どのようなものが最適なのかを議論して作っていくことが大事。
○ハザードマップは、費用をなるべくかけずに作成するとともに、災害は想定外もあることから１００％安全ではないことを認識させた上で、客観的な指標でマップを作成すればいいのでは。
⑥土砂災害に関する情報とか避難施設の整備というのは１００％市町村なり、行政に依存してよいというふうに思われているというところに大きな原因がある。住民の方自らがここに逃げたい等考えていただくことが大事で、行政はそれをサポートするための情報をできる限り提供すべき。
⑥地区毎の警戒避難体制整備の普及の人員的な問題は、防災士等を活用することには賛成。

	○市域全体でのハザードマップではなく、同一の避難行動をとるべき地区単位を設定し、行政と住民がハザードマップに記載する情報を共有することが重要であることから、住民参加型で実施することが望ましい。（P11）

○地区単位のハザードマップ作成に当っては、同一の避難行動をとるべき地区単位を設定した上で、住民が自分の住む地域の環境を知り、どのような時にどう行動すべきかを自らが考えることが重要である。（P11）

○早期に市町村域全体に普及促進するには、行政だけでは限界があり、砂防ボランティアや防災士等のNPOや大学と連携してハザードマップの作成手法の検討が大切である。（P11）




	課　題
	委　員　意　見
	とりまとめ方針案

	2.2.2
警戒避難体制整備の進め方
	【住民の防災意識】
○土砂災害について、幅広い年齢層に知ってもらうことが、将来的に普及・啓発する際に重要。
○ソフト対策の基本は、自分がどのような環境に住んでいるのかと、災害の特性を知ることが大事。
⑥映像等を活用し、住民に対して、土砂災害とはどのような現象なのかイメージを持ってもらうことが大切。
⑥土砂災害はあいまいな要素があり分かりにくい現象。住民に理解してもらうにはそういうことも伝えていく努力が必要。
⑥一般の方は行政が思っている以上に土砂災害等の情報を見ていない。少しでも見る癖をつけて頂けたら防げる被害もあるので、そういう地道な取組を行うべき。
	○作成は、行政と住民がハザードマップに記載する情報を共有するなど、行政は住民をサポートするための情報提供を行い、幅広い年齢層の地域住民等が主体となった住民参加型で実施することが望ましい。
また、住民参加型のハザードマップの作成に際しては、まず、土砂災害の現象を映像等によりイメージし、どのように行動すべきかを考えることが重要である。（P11）


	課　題
	委　員　意　見
	とりまとめ方針案

	2.2.3
対策施設整備の進め方

	【全般】
○ハード対策は、100％安全という訳ではなく、ソフト対策の意識が高い地域から優先して整備すべき。
○その基本的な進め方としては、行政と地域住民と の「協働」を促進する観点を加えることにより、更なる防災意識の向上と維持管理のあるべき姿を実現できると思う。
○地域住民が自ら「逃げる」ということならば、公益性の観点からも、避難場所やそこまでの経路を安全にする対策が重要である。
【土石流対策】
【地すべり対策】

	※個別対策における優先順位として記載
○土砂法に基づく基礎調査より地形・地質要件を「災害発生時の危険度」、被害想定区域に含まれる保全施設を「災害発生時の影響度」として両面から評価する。また、ハザードマップ作成や避難訓練の実施等、地域防災活動の実績がある地区については、上乗せの評価として実施箇所を選定する。（P13）

○地形状況等から抽出した危険箇所は、今後、地すべりが発生するか明確で無いことに加え、行為制限が広範囲に及ぶことから、日頃から監視に努めることとする。なお、地すべりの挙動が確認された段階で対策に着手していくこととする。（P13）


	課　題
	委　員　意　見
	とりまとめ方針案

	2.2.3
対策施設整備の進め方

	【急傾斜地崩壊対策】
≪対策実施箇所の考え方≫
⑦点数をもって優先順位を付けて、それを公表すると優先順位をつけられてこの地域はどう考えても50年後しか工事は行われないということが地域の人に分かる。そのことを前提とした上で、移るのか補強するのかを決めてもらうことになると思う。
⑦地域としてまとまりがあり合意形成ができるところには対策ができるが、地域がバラバラのところでは後回しにされるというような明確な方向性が出てくると思う。
⑦新たに何項かを必須条件に組み入れること、提案に賛成。
≪対策工法の考え方≫
⑦法枠は不安定さ、維持管理の難しさというのがあるので議論が必要。

	○土砂法に基づく基礎調査より地形・地質要件を「災害発生時の危険度」、被害想定区域に含まれる保全施設を「災害発生時の影響度」として両面から評価する。なお、土石流対策で上乗せ評価としたハザードマップ作成や避難訓練の実施等、地域防災活動の実績については、必須とし、土砂災害対策と市町村事業を組み合わせてハード・ソフトの両面から総合的な防災対策の計画を策定し、地域の活性化を図るまちづくりを推進する地域については、上乗せの評価とする。（P13,14）

○施設整備に際しては、建設費用が低く、補修や日常の維持管理が容易にできる待受式擁壁を採用するものとする。その際には家屋直近で施設を設置する等、更なる効率的・効果的なコスト縮減を図るべきである。（P14）




	課　題
	委　員　意　見
	とりまとめ方針案

	2.2.3
対策施設整備の進め方

	≪受益者負担の考え方≫
○受益者負担金を府が負担していること自体、府税納税者一般の立場に立てば、「不公平感」を生んでいる。
⑦市町村として、他のところに使うべきお金を削ってでも、この事業に金を出したいという明確な意思を持っているのであれば、それを尊重しようという発想は、考慮に値するのでは。
⑦将来的なことを考えたら、受益者が負担する方向を考えたほうが、本当の意味でのいろんな対策に繋がるし、土地利用の適正な方向に近づくと思う。
⑦家屋補強であれば自分らが負担していたはずのお金と同等の金額を公共工事で行う擁壁工事の受益者負担という形で負担するというのは合理的。
⑦補強の負担金は住人の受益であるが、崩れそうな箇所を守るのは保有する所有者の責任という話があるので、所有者の受益にもなっているのでは。
⑦受益者負担金についても、急傾斜地崩壊対策法の趣旨に基づいて考えていかなくてはならない。
⑦地財法の27条対応は直轄負担金の都道府県版。どれだけの受益がどういう形で発生するのかというのを、合意的な話し合いの中で決めていくということは最低限必要。
⑦各地区の主体的な地域・地区構想（それを支える市町村の方針）が重要視されるべき。「市町村の財政状況により、対策事業着手箇所にばらつき」が出ることは、一概に「課題」とは言えず、むしろ前向きに評価してもいい部分もある。
	○工事が施行された結果、一部特定の者が一般的な利益をはるかに超えた特別な利益を享受することに対し一般納税者の負担において事業が実施されることに鑑みても、急傾斜地法に基づいた一定の受益者負担は必要である。（P14）
○急傾斜地崩壊対策事業については、法律の趣旨及び事業による受益と負担の観点に基づき、受益の範囲相当の費用負担を行う仕組みが必要である。（P13）
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	2.2.3
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	≪対策施設の維持管理≫
○急傾斜地崩壊対策施設整備開始から40年が経過し、大規模補修の発生が見られることから、府が維持管理できる以上の新たな施設整備をしないという議論が必要である。
○老朽化補修により再度、構造物を設置施工すれば、その費用負担も大きい。ならばこの機会に民有地に設置して発生した責任とともに「施設撤去してその後は、何も作らない。」という議論も必要である。
○自らの生命・財産を守る施設は、自ら維持管理をする必要があるという意識を持つしくみが必要である。
○府・市町村・住民が一体となり取り組むためにも、市町村への一部権限移譲や、日常点検等に住民参画を進める必要がある。
⑦住民にとっては日常的な管理についても、工事に関する受益者負担と同じように負担であるので、最初に合意形成していく必要がある。
⑦日常的な管理といっても、どういう維持管理が必要か分からないので、具体的にどういうふうにするのかという研修も含めて考えていく必要がある。

	○急傾斜地の保全を行うのは土地の所有者等であること、災害発生時の初期対応等を行うのは市町村であること、都道府県が急傾斜地崩壊防止工事を行うことができるのは土地所有者等が施行することが困難と認められるものに限られていること等、急傾斜地法等の基本的な考え方を、府、市町村、地域住民が認識することが重要である。（P14）
○急傾斜地の維持管理については、急傾斜地法等の基本的な考え方に則り、府、市町村、地域住民の三者が適切に役割分担するべきである。このため、事業の実施に際しては施設設置後の維持管理について、三者による合意形成を事業実施前に図る仕組みを構築する。（P14）
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	⑦地域力が低い地域を無視するのではなくて、地域力が高い地域を引っ張ると低い地域も引っ張るというようなシステムを作るのが大事。
⑦上手く機能しているコミュニティみたいなもののモデルを示して、それぞれの地域力を高めていけばいいのではないかと思う。その力を引き出していくことは公の方でやってもいいのでは。
⑦本来は、日常的な維持管理を行うことが、当該施設の本来の機能につながることを周知して、土地所有者、住民にも協力を求めるべき。

	○コミュニティが良好であり地域力が高い地域は、比較的容易に維持管理についての合意形成が図れると考えられるため、今後の土砂災害対策で重要な「逃げる」「凌ぐ」施策の進捗も期待できることから、そのような地域の成功事例を府下の他地域でも共有する等、府下の地域力を高める取り組みを検討することも必要である。（P14）


平成24年8月29日（水）


第8回「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会
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